
国民健康保険の財政見通し（現行）

項目 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

形式収支 6億9,364万9千円 4億3,282万1千円 9億7,152万9千円 13億4,101万0千円 14億8,728万0千円 14億3,101万0千円 11億7,323万3千円 7億1,757万9千円

単年度収支 6億6,671万5千円 3億0,949万5千円 5億4,083万4千円 3億7,161万2千円 1億4,840万7千円 ▲5,412万8千円 ▲2億5,563万0千円 ▲4億5,350万1千円

給付基金残高 2億8,011万2千円 8億5,043万5千円 8億5,256万1千円 8億5,469万2千円 8億5,682万9千円 8億5,897万1千円 8億6,111万8千円 8億6,327万0千円

※改訂(案)ベース（△９，６００円　改定率△８．８％）

項目 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

形式収支 7億2,152万9千円 8億5,851万0千円 7億8,855万5千円 5億3,119万6千円 8,640万6千円 0

単年度収支 2億9,083万4千円 1億3,911万2千円 ▲6,788万1千円 ▲2億5,521万7千円 ▲4億4,264万3千円 ▲6億2,742万3千円

給付基金残高 8億5,256万1千円 8億5,469万2千円 8億5,682万9千円 8億5,897万1千円 8億6,111万8千円 3億2,010万1千円

第
３
回
市
国
民
健
康
保

険
運
営
協
議
会
が
、

月
12

日
開
か
れ
ま
し
た
。
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市
は
、
来
年
度
か
ら
の

国
保
税
の
改
定
（
引
き
下

げ
）
の
基
本
的
な
考
え
方

と
試
算
を
次
の
よ
う
に
示

し
ま
し
た
。

①
財
政
見
通
し
の
期
間

と
し
て
は
、
平
成

年
度

30

か
ら
平
成

年
度
の
６
年

35

間
を
期
間
と
す
る
。

②
現
在
の
賦
課
方
式
４

方
式
（
所
得
割
・
資
産
割

・
均
等
割
・
平
等
割
）
か

ら
、
県
が
算
定
す
る
「
国

保
事
業
費
納
付
金
」
算
定

方
式
で
あ
る
、
資
産
割
を

除
く
３
方
式
（
所
得
割
・

均
等
割
・
平
等
割
）
を
採

用
す
る
。

③
現
在
の
保
険
給
付
基

金
（
残
高
約
８
億
５
千
万

円
）
を
、
国
保
税
収
が
激

減
し
た
場
合
の
納
付
金
の

財
源
不
足
に
備
え
る
「
国

保
財
政
調
整
基
金
（
案
）
」

と
し
活
用
し
、
保
有
水
準

は
納
付
金
の
お
よ
そ
１
割

の
３
億
円
程
度
を
確
保
し

た
い
。

④
応
能
・
応
益
負
担
の

割
合
に
つ
い
て
は
、
現
行

賦
課
割
合
を
基
準
に
応
能

割
（
所
得
割
）

：

応
益

52

割
（
均
等
割
・
平
等
割
）

を
バ
ラ
ン
ス
と
し
て
税

48率
算
定
す
る
。
国
保
税
の

改
定
案
と
し
て
加
入
者
一

人
当
た
り
の
賦
課
額
で
９

６
０
０
円
、
８
・
８
％
引

き
下
げ
る
。

モ
デ
ル
世
帯
①
単
身
70

歳
・
年
金
収
入
１
４
５
万

円
（
所
得

万
円
）
・
持

25

家
（
固
定
資
産
税
２
万
９

千
円
）
・
７
割
軽
減
対
象

の
方
で
年
額
２
万
７
９
０

０
円
が
、
改
定
後
１
万
８

５
０
０
円
に
、
９
４
０
０

円
（
３
・
７
％
）
の
引
下

げ
。モ

デ
ル
世
帯
②
夫
婦
２

人
の
共
稼
ぎ
世
帯
・
給
与

収
入
２
９
２
万
円
（
所
得

万
円
）
・
持
家
（
固
資

75産
税
４
万
９
千
円
）
・
軽

減
な
し
の
方
で
、
年
額
27

万
８
０
０
円
が
、
改
定
後

万
７
５
０
０
円
に
、
２

24万
３
３
０
０
円
（
８
・
６

％
）
の
引
下
げ
。

共
産
党
市
議
「
基
金
活

用
し
て
も
う
少
し
下
げ

ら
れ
る
の
で
は
」

委
員
と
し
て
出
席
し
た

日
本
共
産
党
の
菅
井
巌
市

議
は
、
「
国
保
税
の
収
納

率
も
向
上
す
る
中
で
、
基

金
で
確
保
す
る
３
億
円
の

根
拠
は
あ
る
の
か
。
基
金

活
用
を
し
て
も
う
少
し
引

下
げ
で
き
る
の
で
な
い

か
」
と
質
問
。

こ
れ
に
対
し
市
当
局

は
、
「
過
去
に
高
額
薬
価

の
負
担
で
影
響
が
出
た
こ

と
も
あ
り
、
県
と
の
共
同

運
営
に
移
行
し
て
ゆ
く
中

で
状
況
を
見
る
必
要
も
あ

る
こ
と
か
ら
、
一
定
規
模

の
基
金
を
確
保
し
て
ゆ
く

も
の
で
、
中
間
年
と
な
る

平
成

年
度
に
見
直
し
を

32

行
う
こ
と
と
し
て
い
る
の

で
、
そ
の
際
に
判
断
し
た

い
」
と
答
弁
し
ま
し
た
。

日
本
共
産
党
市
議
団

は
、
１
人
１
万
円
の
国
保

税
引
き
下
げ
」
を
市
議
選

の
公
約
に
掲
げ
て
い
ま
し

た
が
、
実
現
に
あ
と
一
歩

で
す
。

今
後
の
国
保
税
改
定
に

向
け
た
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

は
、
今
月

日
の
第
４
回

15

協
議
会
へ
税
率
改
正
に
つ

い
て
の
諮
問
が
さ
れ
、
２

月
８
日
の
第
５
回
協
議
会

で
市
に
答
申
す
る
予
定
で

す
。
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日枝坂本43-10
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４日、日本共産党市議団と関徹県議は市内３ヵ所で街頭演説を行い、憲

法改悪に反対し、憲法を生かした政治への転換を訴えました。

国民健康保険税率改定案（2017.12.26）

[　医療分　]

所得割 資産割 均等割 平等割

現行 8.30％ 19.5％ 25,200円 22,200円

改定案 7.90％ ー 25,200円 20,400円

差 △0.40％ △19.50％ ー △1,800円

[　支援分　]

所得割 資産割 均等割 平等割

現行 2.40％ 10.00％ 7,800円 9,500円

改定案 2.80％ ー 8,400円 7,800円

差 ＋0.40％ △10.0％ ＋600円 △1,700円

[　介護分　]

所得割 資産割 均等割 平等割

現行 2.60％ 7.50％ 10,800円 8,400円

改定案 2.55％ ー 10,800円 6,000円

差 △0.05％ △7.50％ ー △2,400円

※加入者一人平均(年)△9,600円　△8.8％の引き下げ



と
い
う
意
見
が
出
さ
れ
ま

し
た
。

都
市
計
画
ご
み
焼
却
汚

物
処
理
場
の
変
更
は
、
平

成

年
４
月
供
用
開
始
予

33
定
の
鶴
岡
市
ご
み
焼
却
施

設
に
お
い
て
、
ご
み
搬
入

出
路
を
東
側
市
道
（
コ
ン

ポ
ス
ト
セ
ン
タ
ー
側
）
に

統
一
し
、
現
在
交
差
し
て

い
る
ご
み
搬
入
出
動
線
の

一
本
化
を
図
る
こ
と
に
伴

い
、
北
側
法
定
外
水
路
の

一
部
を
ゴ
ミ
搬
入
出
路
と

し
て
整
備
す
る
た
め
の
面

積
変
更
で
す
。

長
谷
川
剛
市
議
が
参
加

し
ま
し
た
。

鶴
岡
市
は
平
成

年
４

33

月
稼
働
を
予
定
し
て
い
る

新
た
な
ご
み
焼
却
施
設
に

つ
い
て

月

日
、
落
札

12

25

者
決
定
を
公
表
し
ま
し

た
。事

業
の
方
式
は
公
設
民

営
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
的
Ｄ
Ｂ
Ｏ
方

式
で
、
施
設
整
備
と

年
20

間
の
運
営
・
維
持
管
理
業

務
を
企
業
が
実
施
し
ま

す
。２

グ
ル
ー
プ
か
ら
の
入

札
参
加
表
明
を
受
け
、
選

定
委
員
会
で
決
定
し
ま
し

た
。落

札
者
は
日
立
造
船
㈱

東
北
支
社
を
代
表
企
業
と

す
る
グ
ル
ー
プ
で
、
落
札

金
額
は
１
９
６
億
円
（
予

定
価
格
２
３
１
億
円
・
落

札
率

％
・
税
抜)

。

85
処
理
方
式
は
主
に
ガ
ス

化
溶
融
炉
や
ガ
ス
化
改

質
、
ス
ト
ー
カ
式
が
あ
り

ま
す
が
、
比
較
的
コ
ス
ト

が
低
い
ス
ト
ー
カ
式
（
全

連
続
運
転
焼
却
式
）
。

余
熱
利
用
計
画
は
、
発

電
（
発
電
効
率

・
５
％

13

以
上
）
と
場
内
の
ロ
ー
ド

ヒ
ー
テ
ィ
ン
グ
、
将
来
の

予
熱
外
部
供
給
。

施
設
規
模
は

㌧×

２

80

炉
＝
１
６
０
㌧
／
日
。

ゴ
ミ
処
理
量
実
績
は
26

年
度
現
在
、
生
活
系
２
万

９
６
０
１
㌧
（

％
）
＋

65

事
業
系
１
万
４
０
４
６
㌧

（

％
）
＋
他
＝
４
万
５

31
４
５
８
㌧
（
日
量
１
２
５

㌧
）
で
、
焼
却
能
力
は
実

績
の
１
・
３
倍
で
す
。

全
国
で
は
１
０
０
㌧
未

満
の
焼
却
施
設
が
全
体
の

％
と
多
数
で
、
今
後
の

48人
口
減
少
で
ゴ
ミ
が
減
る

こ
と
を
考
え
れ
ば
規
模
を

縮
小
し
建
設
費
と
維
持
管

理
コ
ス
ト
の
低
減
を
図
る

べ
き
で
し
た
。

ま
た
、
施
設
建
設
か
ら

施
設
の

年
間
の
運
営
管

20

理
事
業
に
至
る
ま
で
企
業

に
〝
丸
ご
と
依
存
〟
と
い

う
事
業
方
式
で
は
、
事
業

者
は
利
益
優
先
で
持
ち
込

ま
れ
る
ゴ
ミ
が
減
る
こ
と

を
望
ま
な
い
の
で
、
行
政

と
市
民
が
ゴ
ミ
の
減
量
を

は
か
る
と
い
う
努
力
が
弱

く
な
り
ま
す
。

榎
本
市
政
時
代
の
計
画

に
問
題
が
あ
り
ま
す
。

な
お
、
草
島
進
一
議
員

が

月
議
会
で
取
り
上
げ

12
た
、
高
効
率
発
電
焼
却
施

設
の
交
付
率
を
３
分
の
１

か
ら
２
分
の
１
引
き
上
げ

（
平
成

年
度
～
）
は
、

20

メ
ー
カ
ー
の
要
望
に
沿
っ

て
自
治
体
を
ゴ
ミ
発
電
に

誘
導
す
る
も
の
で
、
交
付

要
件
は
発
電
効
率
を
１
５

０
～
２
０
０
㌧
で

・
５

15

％
以
上
と
し
、
高
い
発
電

量
が
見
込
め
る
廃
プ
ラ
や

紙
、
繊
維
類
、
ゴ
ム
、
皮

革
な
ど
資
源
化
さ
れ
る
も

の
が
燃
や
さ
れ
、
循
環
型

社
会
に
逆
行
し
ま
す
。

朝日庁舎総務企画課入札結果（ ）内は予定価格
12月28日入札分

・大網地域交流センター(仮称)新築工事実施設計業務委
託（入札10業者）
栗本設計事務所 8,700,000円（8,991,000円）

期間～3/26（落札率96.76％）

鶴岡市ごみ焼却施設整備・運営事業に関する落札者決定
12月25日公表

１ 落札者

落札者 青グループ

（代表企業）
日立造船株式会社 東北支社

構成員 株式会社佐藤工務
鶴岡建設株式会社
みちのくサービス株式会社
株式会社東北サイエンス

協力企業 東北環境開発株式会社
鶴岡瓦斯株式会社

２ 落札金額
入札金額 19,600,000,000円

（消費税及び地方消費税を含まない）
（内訳 設計・建設業務費 11,847,000,000円（〃）

運営業務委託費 7,753,000,000円（〃）
入札書比較価格 23,100,000,000円
落 札 率 ８５％

３ 今後のスケジュール
平成３０年２月下旬（予定） 仮契約締結
平成３０年３月下旬（予定） 事業契約議決

（不落札応募者）

応募者 緑グループ

（代表企業）
構成員 三菱重工環境・化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社

重環オペレーション株式会社

株式会社本間組
株式会社石川設計事務所
株式会社本間組 東北支店
十和建設株式会社

協力企業 株式会社鈴木工務店
笠原建設工業株式会社
株式会社菅原工務店
菅睦建設株式会社
株式会社王祗建設
有賀建設株式会社

市
当
局
は
、
「
工
業
振

興
の
推
進
の
た
め
の
駐
車

場
確
保
が
喫
緊
の
課
題
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
都
市
緑

地
と
し
て
の
機
能
は
保
持

し
つ
つ
、
虹
の
広
場
緑
地

の
面
積
を
一
部
変
更
し
、

約

台
確
保
の
駐
車
場
整

80
備
を
行
う
も
の
で
あ
る
」

と
説
明
し
ま
し
た
。

参
加
し
た
委
員
か
ら

は
、
「
駅
を
利
用
す
る
市

民
の
駐
車
場
が
少
な
い
。

市
民
に
も
開
放
す
べ
き
」

月

日
、
平
成

年

12

27

29

度
第
２
回
鶴
岡
市
都
市
計

画
審
議
会
が
開
か
れ
、
都

市
計
画
緑
地
と
都
市
計
画

ご
み
焼
却
汚
物
処
理
場
の

変
更
に
つ
い
て
審
議
し
ま

し
た
。

都
市
計
画
緑
地
の
変
更

は
、
鶴
岡
駅
北
側
に
あ
る

虹
の
広
場
緑
地
（
０
・
66

㌶
）
の
約
半
分
（
０
・
33

㌶
）
を
工
業
団
地
の
企
業

向
け
に
駐
車
場
整
備
を
す

る
計
画
で
す
。

７日、鶴岡市成人式が鶴岡市文化会館で開催されました。皆

川市長は「新しく成人された方は、鶴岡市にとどまる、離れる

に関わらず、鶴岡市をどう豊かに住みよい街にしていけるか、
一緒に考えていきましょう」と挨拶しました。新成人対象１３６４

人中１１７９人が出席しました。関徹県議、山田守市議が来賓

として出席しました。


